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１．はじめに 
現在、中都市(人口 10～50 万人程度の都市)では、

自動車分担率が概ね 5～7 割と非常に高く、公共交通

機関の利用が少ないため、交通弱者の移動制限や、

交通渋滞などの問題が生じている。人口約 50 万人の

栃木県宇都宮市では、利便性の高さや環境への配慮

などの点から優れているLRTの導入が計画されてい

る。LRT など新たな交通システムの導入の評価を行

っている既存研究としては、片岡ら(2009)1)、金髙ら

(2012)2)がある。しかし、これらの既存研究では都市

全体での将来人口予測に基づき便益評価を行ってお

り、交通整備による都市内の人口分布の変化を考慮

して評価を行っているものは見当たらない。 
そこで本研究では、LRT 導入が将来時系列の世帯

分布に及ぼす影響を推計可能な応用都市経済(CUE)
モデルを構築し、宇都宮市を対象として、構築した

モデルを用いて LRT 導入による 2040 年までの世帯

分布に及ぼす影響の計測を行う。 

 
２．モデルの構築 

一般的な応用都市経済(CUE)モデル 3)を時系列お

よび住宅タイプ別に拡張し、モデル構築を行う。 
世帯の転居先地域の選択確率は(1)、(2)式に示すと

おり、転居先における効用水準を基にロジットモデ

ルで表現できると仮定する。 
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ここで、下添字 i、k はそれぞれ地域、住宅タイプを

表す。また、P は転居先地域の選択確率、E(u) は期

待効用水準、ｒは地価または家賃、A は最寄りのバ

ス停、鉄道・LRT 駅までの所要時間、B は最寄りの

バス停、鉄道・LRT 駅から宇都宮駅までの所要時間、

C はスーパーまでの所要時間、D は想定最大浸水深、

τ はその他の効用である。 

地価(家賃)によって１世帯あたりの住宅地(住宅

床)需要面積が変化すると仮定し、各ゾーンの住宅地

(住宅床)需要量は、１世帯あたりの住宅地(住宅床)
需要面積に各ゾーンへの転入世帯数を掛け合わせる

ことで求まる。(3)、(4)、(5)式に、住宅地(住宅床)需
要量の決定式を示す。 
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ここで、D は住宅地(住宅床)需要量、L は 1 世帯あた

りの住宅地(住宅床)需要面積、ｙは所得、N は転入

世帯数、NT は転居意思のありの総世帯数である。 
また、(6)式のとおり、地価(家賃)によって供給面

積が変化すると仮定する。 
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ここで、S は住宅地(住宅床)供給面積、S は供給可

能面積である。 
(7)式のとおり、住宅地(住宅床)市場で需要と供給

が均衡し、各ゾーンの市場均衡価格（地価・家賃）

が決定される。 

ikik DS =           (7) 

 
３．データ収集 
（１）概要 
 国土数値情報の「土地利用メッシュ」を用いてデ

ータ収集を行う。対象地域は栃木県宇都宮市の市街

化区域とし、分析単位地域は 500m メッシュ(供給可

能面積が０であるメッシュは除く 456 メッシュ)と
する。 
（２）住宅地価の推計 
  (8)式の地価関数を推定し (4)、(6)式のパラメータ

設定に必要となる各メッシュの地価の推計を行う。 
 宇都宮市の地価公示データを用いた(8)式のパラ
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メータ推定結果を表－１に示す。 

321 dZcZbZar +++=        (8) 

ここで、r は地価、Z１は最寄り駅ダミー(ＪＲ宇都宮

駅･東武宇都宮駅:0 そのほか:1)、Z２は最寄り駅まで

の道路距離、Z３は容積率とする。 
表－１ 地価関数の推定結果 

 
注)( )内は t 値、**は 1%有意を示す。 

（３）その他データ 
 (2)式における A、C の所要時間は、徒歩による所

要時間を想定し、各 500m メッシュの重心からの直

線距離に道路距離に変換するために 1.1666 4)を掛け、

分速 80m で除すことにより求める。 
(4)式の所得は、市町村税課税状況(総務省)におけ

る第２表市町村別データを用いる。 
 

４．パラメータの設定 
(１)効用関数 
 (2)式の効用関数のパラメータ推定は、宇都宮市の

住民を対象とするプロファイルアンケート調査の個

票データを用いて行う。図－１にプロファイルアン

ケート調査票の例を示す。 
 □① □② □③ 

最寄りの鉄道・LRT 駅・バ

ス停までの所要時間（徒歩） 5 分 10 分 15 分 

最寄りの鉄道・LRT 駅・バ

ス停から鉄道・LRT・バスに 
よる JR 宇都宮駅までの所要

時間 

10 分 20 分 10 分 

食品スーパーまでの時間 5 分 10 分 15 分 

水害時の想定最大浸水深 0.5m 0m 2m 

1m2 あたりの地価 4.5 万円 6 万円 3 万円 

図－１ プロファイルアンケート調査票例(戸建て) 
 
 アンケート調査は 2015 年 11 月にポスティング配

布・郵送回収で実施し、配布数 1000 部、回収数 188
部(回収率 18.8%)であった。(1)式の推定結果を表－

２に示す。 
表－２ 効用関数の推定結果 

 
注)( )内は t 値、**は 1%有意、*は 5%有意を示す。 
(２)その他 
 (4)式の土地需要関数のパラメータ b は、平均土地

需要量と平均土地面積が同じ値になるよう設定し、

(1)式の立地ロジットパラメータ θは 1 とした。 
表－３ その他のパラメータ設定結果 

 

 
５．LRT 整備の影響分析 

仮に、2015 年に LRT を整備し、宇都宮市で計画し

ている 19 の LRT 駅を新たに設置した場合、LRT 整

備を行わない場合の各 500m メッシュの世帯数の変

化(2010～2040 年)を推計する。2040 年の LRT 整備に

よる世帯数へ影響(整備あり－なし)を図－２に示す。 

 
図－２ LRT 整備による 2040 年の世帯数への影響 

 
６．まとめ 

本研究では、LRT 導入が将来時系列の人口分布に

及ぼす影響を推計可能な応用都市経済モデルを構築

し、宇都宮市を対象に世帯分布への影響を分析した。 
 分析の結果、LRT 導入の有無による世帯の増減は、

LRT 沿線で変化がみられ、特に宇都宮東部で全体的

に増加する結果となった。 
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a b c d R2

29,253.04 -29,041.20 -7.37 355.57

(4.11**) (-6.18**) (-7.90**) (16.78**)
0.85

α β γ δ ε
-0.31739 -0.24943 -0.32381 -0.35757 -1.312661

(-1.28) (-1.72) (-1.47) (-2.19*) (-15.04**)
-3.24318 -0.10149 -0.46105 -0.3465 -0.890369

(-4.06**) (-0.47) (-1.40) (-1.45) (-6.96**)

戸建て

賃貸

戸建て 賃貸(30－50）賃貸（70－90）
ｂ 0.290874515 0.032109266 0.064218533
θ 1
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